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資料① 

   地域自治組織に関する３町村の意向について（メモ） 

 

区     分 幕 別 町 更 別 村 忠 類 村 

１ 地域自治組織の性格    

執行機関     

附属機関    

２ 地域自治組織の設置期間 年間 年間 年間 

３ 地域自治組織の長の設置期間 年間 年間 年間 

４ 地域自治組織の長の身分    

常勤特別職    

非常勤特別職    

 

一般職    

５ 基金    

設置の有無 有・無 有・無 有・無  

使途又は設置目的    

６ その他特記事項    
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資料② 事務組織及び機構の取扱いに関する先進事例 

 

 

先進事例 

■ 周
しゅう

南
なん

市
し

（山口県） 

新市における組織及び機構の整備方針は次のとおりとする。ただし、新市においては、常にそ

の組織及び運営の見直し、効率化に努め、規模等の適正化を図るものとする。 

 

総括方針 

次の事項を基本として新市の組織機構を整備する。 

(1) 新市移行後も住民サービスの低下をきたさないように十分配慮した組織機構 

(2) 市民が利用しやすく、わかりやすい組織機構 

(3) 市民の声を適正に反映することができる組織機構 

(4) 簡素で効率的な組織機構 

(5) 新市建設計画を円滑に遂行できる組織機構 

(6) 指揮命令系統がわかりやすく、責任の所在が明確な組織機構 

(7) 地方分権に柔軟に対応できる組織機構 

(8) 新たな行政課題に速やかに対応できる組織機構 

個別整備方針 

(1) 新市の組織は本庁と支所とし、合併時においては２市２町の現有庁舎を有効活用する。 

(2) 徳山市役所を本庁とし、新南陽市役所、熊毛町役場、鹿野町役場については、現行組織から

管理機能の一部を除き総合支所として設置する。 

(3) 本庁は、市全体に係る政策、施策、総合的な調整事務、管理事務及び総合支所の所管する区

域以外の市域に関する事務を所掌する。 

総合支所は、合併前の市町の区域を所管区域とし、本庁において処理する事務を除き住民サ

ービスを提供する総合行政機関であるとともに、地域振興の拠点として所管区域を対象とした

地域振興策を企画立案し、また新市建設計画に予定される地域別整備方針の実現を任務とする。

(4) ２市２町の支所、出先機関は現行のまま存続する。 

(5) ２市２町に設置されている行政委員会、委員及び附属機関については、原則として統合する。

地域性により独自に設置されている附属機関等については、実態を考慮して整備する。 

また、委員構成等については、２市２町の実状、地域性に配慮し適切な措置を講ずるもの

とする。 
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■ 養父市
や ぶ し

（兵庫県） 

新市の組織及び機構は、次の方針により整備する。 

１．行政組織機構整備基本方針 

新市の行政組織及び機構は、本庁及び地域局の事務の円滑で効率の良い執行のため、次の事項

を基本として整備するものとする。 

① 新市移行後において住民サービスの低下をきたさない機構・組織 

② 市民が利用しやすくわかりやすい機構・組織 

③ 簡素で効率的な機構・組織 

④ 新市まちづくり計画を円滑に遂行できる機構・組織 

⑤ 地方分権に柔軟に対応できる機構・組織 

⑥ 新たな行政課題に速やかに対応できる機構・組織 

⑦ 事務の効率化、住民の利便性を図るため電子行政の推進 

２．地域局については、合併前の町域を所管区域として、日常必要な住民サービス業務等と地域

振興の拠点としての業務を任務として整備する。 

 

 

■ 西予市
せ い よ し

（愛媛県） 

１ 新市の組織及び機構は、現在の明浜町、宇和町、野村町、城川町及び三瓶町の庁舎を有効活

用したものとする。 

(1) 新市の事務所の位置が現在の５町の事務所の何れかに決定された場合、他の４町の事務所

の位置には、現在の町の区域を所管し、現行組織から管理機能の一部を除いた組織を、総合

支所として合併時に設置する。 

(2) 現在の支所、出張所及びその他の出先機関等は、合併後も現行のまま存続する。 

２ 新市の組織及び機構は、「新市における行政組織及び機構の整備方針」に基づき整備する。

３ 新市の組織及び機構については、住民サービスが低下しないよう十分配慮する。 

 

【新市における行政組織及び機構の整備方針】 

合併時における組織及び機構は、次の事項を基本として整備するものとする。 

ただし、合併後は常にその組織及び運営の見直し、効率化に努め、規模等の適正化を図るもの

とする。 

１ 市民が利用しやすく、わかりやすい組織・機構 

２ 市民の声を適正に反映することができる組織・機構 

３ 緊急時に即応できる組織・機構 

４ 簡素で効率的な組織・機構 

５ 指揮命令系統がわかりやすく、責任の所在が明確な組織・機構 

６ 地方分権時代における各種行政課題に迅速かつ的確に対応できる組織・機構 
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■ ひだか市（北海道 合併予定－17年３月31日以前を目標） 

新市における事務組織及び機構については、「新市における組織・機構の整備方針」に基づき

整備するものとする。ただし、新市においては、常にその組織及び運営の見直し並びに効率化に

努めるとともに、適正な定員管理を行いつつ、段階的に組織・機構の規模等について、適正化を

図るものとする。 

 

●新市における組織・機構の整備方針 

１．総括方針 

 ① 新市移行後も住民サービスの低下をきたさないよう十分に配慮した組織機構 

 ② 市民が利用しやすい、わかりやすい組織機構 

 ③ 市民の声を適正に反映することのできる組織機構 

 ④ 簡素で効果的な組織機構 

 ⑤ 新市建設計画を円滑に遂行できる組織機構 

 ⑥ 指揮命令系統が分かりやすく、責任の所在が明確な組織機構 

 ⑦ 地方分権に柔軟に対応できる組織機構 

 ⑧ 新たな行政課題に速やかに対応できる組織機構 

２．個別整備方針 

 ① 新市の組織は本庁と支所とし、合併時においては３町の現有庁舎については有効活用す

る。 

 ② 現在の静内町役場を本庁とし、新冠町役場、三石町役場については、総合支所とする。た

だし、本庁舎のスペースの問題から同舎に設置できない業務統括部門については一部総合支

所内に設置する。 

 ③ 本庁には、市全体に係る政策、施策、総合的な調整事務、管理事務及び総合支所の所管す

る区域外の総合支所機能とする。 

   総合支所は、それぞれ合併前の町の区域を所管区域とし、本庁において処理する事務を除

き住民サービスを提供する総合行政機関であるとともに、地域の振興の拠点として所管区域

を対象とした地域振興策を企画立案し、また新市建設計画に予定される地域別整備方針の実

現を任務とする。 

 ④ 三石町の歌笛支所は、出張所として現行のまま存続し、合併後に廃止する方向で検討する。
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総務

企画

民生

経済

資料③　事務組織機構のイメージ

総
務
部
長
支
所
長

総務課【
更
別
総
合
支
所

】

【
本
庁

】

20

札内支所

糠内及び駒畠出
張所

16

土木、道路、河川用地、道路の維持管理、道路
の除排雪、公園の維持管理、公営住宅の管理、
水道、下水道及び個別排水処理施設

農業及び畜産の振興、林業振興及び環境緑化、
商業、工業、水産業及び観光の振興、企業誘
致、労政、消費生活、土地改良、土地改良施設
の維持管理

建設課
合併時配置数 5
H16.4.1配置数 6

（
特
別
職

）

（
特
別
職

）

（
部
長
職

）

経済課
合併時配置数

16
H16.4.1配置数 15

社会福祉（児童福祉を除く。）、高齢者福祉、介護
保険（賦課を除く。）、栄養指導、保健医療

住民課

H16.4.1配置数 6
地域の振興及び総合調整、住民活動、行政区、
広報広聴、電子計算機の管理、統計調査、地域
自治組織

総
合
支
所
長

副
支
所
長

（
部
長
職

）

国保診療所
合併時配置数 11
H16.4.1配置数 11

(1)　税に関すること。
(2)　税外諸収入金に関すること。

総
合
支
所
長

町
長

助
役

商工観光課

企
画
室
長

副
支
所
長

部ごとの計

企画情報担当参
事

税務課

52
66

地域振興課
合併時配置数 3

21
23

45

国民健康保険、国民年金、戸籍及び住民基本台
帳、防犯、公害対策、交通安全対策、環境衛生、
児童福祉

経済課
合併時配置数 6
H16.4.1配置数 7

地域の振興及び総合調整、住民活動、行政区、
広報広聴、電子計算機の管理、統計調査、地域
自治組織

国民健康保険、国民年金、戸籍及び住民基本台
帳、防犯、公害対策、交通安全対策、環境衛生、
児童福祉

農業及び畜産の振興、林業振興及び環境緑化、
商業、工業、水産業及び観光の振興、企業誘
致、労政、消費生活、土地改良、土地改良施設
の維持管理

128
125

保健福祉課
合併時配置数

12

保健福祉課
合併時配置数

土木、道路、河川用地、道路の維持管理、道路
の除排雪、公園の維持管理、公営住宅の管理、
水道、下水道及び個別排水処理施設

農業及び畜産の振興、林業振興及び環境緑化
10

農林課
H16.4.1配置数

10

7

土地改良、土地改良施設の維持管理

土木、道路、河川用地

都市計画、公園緑地の計画建設、区画整理、特
定開発行為

都市計画課

土木課
8
7

7

12

5

商業、工業、水産業及び観光の振興、企業誘
致、労政、消費生活

土地改良課
合併時配置数
H16.4.1配置数

国民健康保険、国民年金、戸籍及び住民基本台
帳、防犯、公害対策、交通安全対策、環境衛生、
児童福祉

合併時配置数

56
53

合併時配置数
H16.4.1配置数

合併時配置数
H16.4.1配置数

合併時配置数
H16.4.1配置数

社会福祉（児童福祉を除く。）、高齢者福祉、介護
保険、栄養指導、保健医療

町民課

保健福祉センター

市町村合併担当
参事

総務課

21

6
6

1
1

14

H16.4.1配置数

11

6
5

7

5
3

9
7

23

総合企画及び総合調整、町勢振興、土地利用、
住民活動、行政区、パークゴルフの振興、広報広
聴、電子計算機の管理、統計調査

合併時配置数

合併時配置数
H16.4.1配置数

合併時配置数
H16.4.1配置数

合併時配置数
H16.4.1配置数

合併時配置数
H16.4.1配置数

職員の人事及び給与、儀式、褒賞及び表彰、議
会及び行政一般、財政及び財務、財産の取得、
管理、処分（他課の主管に属するものを除く。）、
地籍調査

H16.4.1配置数

合併時配置数
H16.4.1配置数

合併時配置数
H16.4.1配置数

合併時配置数
H16.4.1配置数

43

10
H16.4.1配置数 11

社会福祉（児童福祉を除く。）、高齢者福祉、介護
保険（賦課を除く。）、栄養指導、保健医療

住民課
合併時配置数 4
H16.4.1配置数 5

民
生
部
長

建
設
部
長

農業振興担当参
事

合併時配置数 3
H16.4.1配置数

経
済
部
長

3

建設課

【
忠
類
総
合
支
所

】

18
総務課

合併時配置数5

支所の庶務、公共施設の管理（他課の主管に属
するものを除く。）、地籍調査、税の徴収

合併時配置数
H16.4.1配置数

4
H16.4.1配置数 12

支所の庶務、公共施設の管理（他課の主管に属
するものを除く。）、地籍調査、税の徴収

地域振興課
合併時配置数 3
H16.4.1配置数 6

合併時配置数 7
H16.4.1配置数 8

合併時配置数 7
H16.4.1配置数 8
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建設

出納

教育

議会

農委

監査

合計

合計 合併時配置数 44
H16.4.1配置数 58

農
業
委
員
会

農業委員会事務
局

合併時配置数 2
H16.4.1配置数 2

出納課
合併時配置数 2
H16.4.1配置数 2

議
会

農
業
委
員
会

農
業
委
員
会

教
育
委
員
会

教
育
長

教
育
部
長

79
100合計 合併時配置数

H16.4.1配置数

2
H16.4.1配置数 2
合併時配置数

6

60
60

7
7

教育課
合併時配置数 7
H16.4.1配置数 7

8
9

3

4

59
57

教育委員会の会議、儀式及び表彰、学校教育施
設の設置及び管理、職員の研修及び人事、学校
教育

学校教育施設の管理、学校教育、学校給食、学
校給食センターの管理、生涯学習、文化財、社会
教育施設・体育施設の管理、文化、芸術、図書館
奉仕、図書館の管理

学校教育施設の管理、学校教育、学校給食、学
校給食センターの管理、生涯学習、文化財、社会
教育施設・体育施設の管理、文化、芸術、図書館
奉仕、図書館の管理

水道、下水道及び個別排水処理施設

施設課

3

学校給食センター

生涯学習課

学校給食、学校給食センターの管理

9
9

H16.4.1配置数

合併時配置数
H16.4.1配置数

合併時配置数
H16.4.1配置数

H16.4.1配置数

H16.4.1配置数

合併時配置数

合併時配置数

H16.4.1配置数

H16.4.1配置数

道路の維持管理、道路の除排雪、公園の維持管
理

水道課
11

合併時配置数
車両センター

1

生涯学習、文化財、社会教育施設・体育施設の
管理、文化、芸術

9
9

4
4

図書館

5
3

合併時配置数

14
12

3

9

13

8

9
9

公共施設の建築、公営住宅の建設及び管理、建
築指導

合併時配置数

合併時配置数
H16.4.1配置数

395

1

391

3

2

15
17

3

合併時配置数
H16.4.1配置数

教育課
合併時配置数
H16.4.1配置数

農業委員会事務
局

合併時配置数
H16.4.1配置数

合併時配置数

監
査
委
員

会計課

事
務
局
長

農業委員会事務
局

監査委員事務局

学校教育課

議事課

図書館奉仕、図書館の管理

5
5

合計 合併時配置数 268
H16.4.1配置数 237

収
入
役

出納課

（兼）

水
道
部
長

H16.4.1配置数

合併時配置数
H16.4.1配置数

6


